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建築物リフォーム・リニューアル調査報告（概要） 
（令和元年度第４四半期受注分、令和元年度計） 

● 建築物リフォーム・リニューアル調査報告（令和元年度第４四半期受注分） 

令和元年度第４四半期の建築物リフォーム・リニューアル工事の受注高 

受注高の合計は、          3 兆 2,934 億円 （対前年同期比  2.5％減）  
うち、住宅に係る工事は、         8,327 億円 （     同 25.8％減）  

非住宅建築物に係る工事は、 2 兆 4,607 億円 （     同  9.0％増）  
● 建築物リフォーム・リニューアル調査報告（令和元年度計） 

令和元年度の建築物リフォーム・リニューアル工事の受注高 

受注高の合計は、         12 兆 7,394 億円 （対前年度比   5.5％増）  
うち、住宅に係る工事は、     3 兆 4,943 億円 （    同  10.7％減）  

非住宅建築物に係る工事は、 9 兆 2,451 億円 （    同  13.3％増） 
 

 

 
 
 
 
 

※この統計調査報告は、国土交通省ホームページでもご覧いただけます。 
http://www.mlit.go.jp/statistics/details/jutaku_list.html 
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 令 和 ２ 年 ６ 月 １ ０ 日 

総合政策局 建設経済統計調査室 

国土交通省では、建築物のリフォーム・リニューアル工事の市場規模及び動向の把握を

目的として、平成 20 年度より、建築物リフォーム・リニューアル調査を実施しています。 
このたび、令和元年度第４四半期に元請けとして受注した建築物リフォーム・リニュー

アル工事について、建設業許可業者 5,000 者に対し調査を実施し、結果を取りまとめまし

た。 
併せて、令和元年度第１から第４四半期までの受注分について、令和元年度計として取

りまとめました。 
なお、平成 30 年度調査より調査実施周期及び公表周期を従前の半期毎から四半期毎に

変更し、令和元年度調査より公表時期の更なる早期化を図りました。 

＜問い合わせ先＞ 国土交通省 総合政策局 建設経済統計調査室 

電話  ０３－５２５３－８１１１  直通 ０３－５２５３－８３４３ 

FAX   ０３－５２５３－１５６６ 

         担当  課長補佐      荒木（内線２８－６１１） 

             ストック統計係長  木村（内線２８－６１５） 

受注高の推移 

：住宅      ：非住宅建築物 

(億円) 

業種・業者規模別 受注件数・受注高＜住宅＞

受注高の推移億円

建築物リフォ
ーム・リニュ
ーアル調査 住宅は前年度比10.7％減令和元年度の令和元年度の

受注高の合計受注高の合計

　国土交通省は６月 10 日、建

築物リフォーム・リニューアル

調査の令和元年度第４四半期

受注分と令和元年度計を公表

しました。令和元年度の建築物

リフォーム・リニューアル工

事の受注高の合計は 12 兆 7394

億円で、対前年度比で 5.5％増

加しました。そのうち、住宅

に係る工事は３兆 4943 億円

で同 10.7％減少した一方、オ

フィスビル、学校、工場など

の非住宅建築物に係る工事の

受注高は９兆 2451 億円で同

13.3％の増加と、堅調に推移

しています。

　住宅に係る工事を工事種類

別の受注高で見ると、増築工

事は664億円（同17.1％減）で、

一部改築工事が 1245 億円（同

7.2％増）。改装・改修工事が２兆 6292

億円（同 11.1％減）、維持・修理工事が

6743 億円（同 11.3％減）という結果でし

た。非住宅建築物に係る工事では、増築

工事が 5365 億円（同 25.5％増）、一部改

築工事が 2249 億円（同 22.3％減）、改装・

改修工事、維持・修理工事が８兆 4837 億

円（同 14.0％増）となりました。

　住宅の業種・業者規模別では、建築工

事業の２兆 1670 億円（同 11.8％減）、職

別工事業の 9187 億円（同 7.6％増）の順

に多くなりました。非住宅建築物の業種・

業者規模別では、「建築工事業」が３兆

3423 億円（同 26.5％増）、「一般土木建築

工事業」が１兆 7385 億円、同 14.4％減）

の順に多かったようです。

　住宅の用途別受注高では、「一戸建住宅」
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工事種類別受注件数・受注高（単位：件、億円  対前年同期比 ％）

 

が１兆 8607 億円（同 10.3％減）、共同住宅が１兆

5321 億円（同 10.9％減）の順に多い結果となりまし

た。非住宅建築物は、「事務所」が１兆 9851 億円（同

16.6％増）、「生産施設（工場、作業場）」が１兆 8956

億円（同 11.6％増）の順に多くなっています。

用途、構造別　受注高（単位：億円  対前年同期比　％）

発注者、工事種類別　受注高（単位：億円　対前年同期比　％）

元請建築工事受注額に占めるリフォーム・リニューアル工事の割合別 事業者数（単位：業者）

　用途、構造別受注高を見ると、住宅は「木造」の「一

戸建住宅」が１兆 6228 億円（同 7.6％減）、「コンクリー

ト系構造」の「共同住宅」が１兆 3481 億円（同 7.9％

減）という状況でした。非住宅建築物では、「コンクリー

ト系構造」の「事務所」が１兆 3463 億円（同 30.1％増）、

「鉄骨造」の「生産施

設（工場、作業場）」が

１兆 1115億円、同 7.9％

増）の順に多くなりま

した。

　発注者、工事種類別

に受注高を見た場合、

住宅は「個人」が２兆

2521 億円（同 12.5％減）、

「管理組合」が 5120 億円

（同 20.9％減）の順に多

かったようです。このう

ち、改装・改修工事では、

「個人」１兆6456億円、「管

理組合」（4248 億円）の順

に多くなりました。維持・

修理工事では「個人」が

4492 億円、「民間企業等」

の 960 億円という結果で

した。非住宅建築物は、「民

間企業等」が７兆 2148 億

円（同 11.7％増）、「公

共」が１ 兆 6247 億円

（同 20.8％増）の順に

多くなっています。こ

のうち、改装・改修工

事では、「民間企業等」

が５ 兆 730 億円、「公

共」が１兆 2410 億円

の順に多く、維持・修

理工事では、「民間企

業等」が１兆 5405 億円、「公共」

が 2770 億円の順に多いという結

果になりました。

　同調査は平成 31 年４月１日～

令和２年３月 31 日を調査対象期

間として、発注者（施主）から直

接元請として受注した建築物リ

フォーム・リニューアル工事につ

いて、建設業許可業者 5000 者に

対し、調査票用紙を郵送して実施

したものです。
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第 51回社会資本整備審議会住宅宅地分科会第 51回社会資本整備審議会住宅宅地分科会

　国土交通省は６月 12 日に第 51 回社会資本整備審議会住

宅宅地分科会（分科会長＝中井検裕東京工業大学環境・社

会理工学院長）を開催した。住生活基本計画（全国計画）

の見直しに向け、①我が国の産業・新技術を巡る状況につ

いて、②我が国のまちづくりを巡る状況について――議論

を行った。

　そのほか、委員からヒアリングを実施、常葉大学大学院

環境防災研究科の重川希志依教授は「災害による被災者の

住宅再建に係わる現状と課題」について発表を行った。重

川教授は㋑災害時の建物被害認定調査と罹災証明書発行に

関して、㋺住まいの再建と公的支援に関して――の２点に

ついて説明した。

　㋑では、公的支援のほとんどは罹災証明書に基づき応急

仮設住宅供与や住宅応急修理制度等の支援が行われている

現状を紹介。その上で、罹災証明は住宅の全壊、半壊、一

部損壊といった５段階の被害程度が物差しとなっている

が、壊れた建物を評価する経験を自治体の職員は誰も持っ

ていない点を指摘した。

　災害が発生した場合、自治体の職員が１棟１棟回って被

害状況を確認し、罹災証明書を一世帯ごとに発行している

のが現状だ。ただ、調査をする側に専門的な知見があるわ

けではないことなどから、判定に対して被災者の納得が得

られず、調査を繰り返す事例が見られるとした（図１）。

　また非木造の大規模な建物の場合はより複雑で、専門家

による被害の判定が必要となる。特に区分所有の建物は建

物１棟で評価することから、「わが家は全壊したが、被害

がなかった区分も含めて一部損壊扱いの罹災証明になっ

た」等といった事例が発生する可能性がある。例えば水害

の際、１階は水に浸かったが２階より上は何ら問題がない

といった場合でも、１階とそれ以外の階が同じ被害程度と

されてしまう可能性があるため、明確な被害指針の策定が

必要だとした。

　㋺の住まいの再建では、どの時点で住まいが再建したか

様々な判断基準が存在するものの、行政の立場では仮設住

宅の解消が一つのポイントだとした。その上で仙台市が仮

設住宅入居者を「問題なし」（60％）、「日常の支援が必要」

（5.7％）、「住まいの支援が必要」（30.4％）、「日常・住ま

いに支援が必要」（4.2％）――の４つに分類した事例につ

いて紹介した。図２はこの人たちがどう住宅再建していっ

たかを追ったグラフで、縦軸は仮設住宅にまだ残っている

人、横軸が年月を表している。

　重川教授によると、「住まいの支援が必要」、「日常の支

援が必要」、「日常・住まいに支援が必要」と答えたグルー

プについては、生活再建のため個別に様々な手を打ったこ

とで順調に仮設住宅を退去し、結果的に次の住まいに移っ

ていった。一方、「問題なし」と答えていた 40 から 50 代

の独身男性が最後まで仮設住宅に残ってしまったと話す。

　その理由として、「健康・収入に問題がないことから行

政としてどう施策につなげていけばいいかが見えなかっ

た」と問題点を挙げる。これは、仙台市だけでなく、ほか

の東北の被災地でも同じ傾向が出ていたことを明らかにし

た。これらの問題について説明した上で、重川教授は「今

後、都市部で災害が起きた際には同様の事例が大きな問題

となるだろう」とした。
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図２　生活再建課題別の仮設住宅入居世帯数の推移
(仙台市データに基づき作成）図１　建物被害認定の仕組み

罹災証明発行の
明確な被害指針策定を
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 　２０２０年
4 月着工

全体の減少傾向変わらず
　　持家は９カ月連続減少

　国土交通省が５月 29 日に公表した４月の新設住宅着工

戸数は６万 9162 戸（前年同月比 12.9％減）で 10 カ月連

続の減少となった。持家は９カ月連続の減少、貸家は 20

カ月連続で減少、分譲は６カ月連続の減少となった。季

節調整済年率換算値は 79 万 6680 戸（前月比 12.0％減）

で３カ月ぶりの減少となった。

　利用関係別では、持家は２万1015戸（前年同月比 17.4％

減）で９カ月連続の減少。民間資金によるものも１万 8733

戸（同 18.2％減）で９カ月連続で減少し、公的資金による

ものは先月の増加から再びの減少（同 10.4％減）となった。

貸家は同 15.4％減で 20カ月連続の減少。民間資金による

貸家は 34カ月連続の減少となったが、公的資金による貸家

は先月の増加から再びの減少となった。

　分譲住宅は２万 2557 戸（同 3.6％減）で６カ月連続

の減少。マンションは先月の減少から再びの増加（同

28.7％減）となったが、一戸建は５カ月連続の減少（同

8.1％減）となった。構造別では木造が３万 8840 戸（同

14.0％減）で９カ月連続で減少。工法別では軸組木造（在

来工法）が３万 314 戸（同 3.6％減）で 10 カ月連続で減

少となった。

 

 

 
 

 

 

令和 2 年 4 月 新設住宅着工統計（▲は減少、無印は増加）
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 69,162 ▲ 2.2 ▲ 12.9

利用関係別

持家 21,015 ▲ 5.9 ▲ 17.4
貸家 24,946 ▲ 6.0 ▲ 15.4
給与 614 ▲ 3.6 ▲ 40.4
分譲 22,557 6.3 ▲ 3.6

地域別

首都圏 24,903 3.3 ▲ 13.1
中部圏 8,982 3.0 10.9
近畿圏 10,030 ▲ 13.9 ▲ 15.7

その他の地域 25,247 ▲ 3.8 ▲ 17.8

構造別・
建て方別

木  造 38,840 ▲ 3.2 ▲ 14.0
一戸建 30,011 ▲ 3.1 ▲ 9.6

非 木 造 30,322 ▲ 0.9 ▲ 11.4
共同住宅 26,259 0.4 ▲ 6.1

工法別

軸組木造 30,314 ▲ 0.9 ▲ 3.6
在来非木造 23,053 5.5 ▲ 12.9
プレハブ 8,078 ▲ 16.1 ▲ 19.1

2 × 4 7,717 ▲ 11.0 ▲ 14.4

２級建築士  木造建築士試験
課題公表される

　（公財）建築技術教育普及センターは、　令和２年９月

13 日に実施される２級建築士試験「設計製図の試験」の

課題を６月 10 日に公表した。課題名は「シェアハウスを

併設した高齢者夫婦の住まい（木造２階建て）」だ。要求

図書は、１階平面図兼配置図［縮尺１／ 100］、２階平面

図［縮尺１／ 100］、２階床伏図兼１階小屋伏図［縮尺１

／ 100］、立面図［縮尺１／ 100］、矩計図［縮尺１／ 20］、

面積表、計画の要点等だ。　

　また、同日に令和２年 10 月 11 日に実施される木造建築

士試験「設計製図の試験」の課題も公表した。なお、２級

建築士試験と木造建築士試験は、建築士法第 13 条及び第

15 条の６の規定に基づいて、全国 47 都道府県の指定試験

機関である公益財団法人建築技術教育普及センター (井上

勝徳理事長 )が実施している。

【問合せ】
☎０３・６２６１・３３１８


